
外国人介護留学生奨学金給付等支援事業実施要綱 

 

１ 趣旨 

この要綱は、愛知県地域医療介護総合確保基金事業（介護従事者確保分）補助金交

付要綱に基づく外国人介護留学生奨学金給付等支援事業について、必要な事項を定め

る。 

 

２ 目的 

 介護福祉士資格の取得を目指す留学生に対して、将来の就労予定先である介護施設

等が給付等する奨学金に係る費用の一部を補助することにより、外国人材の介護分野

への参入促進を図る。 

 

３ 補助事業の内容 

補助事業等の内容について、次のとおり定める。 

（１）補助対象事業者 

愛知県内に所在する介護保険に基づく指定介護サービス事業所及び施設（以下

「介護施設等」という。）の開設者とする。 

（２）補助事業の内容 

ア 補助事業者は、介護福祉士資格の取得を目指し、介護福祉士養成施設への入学

を前提として日本語学校に通う留学生及び介護福祉士養成施設に通う留学生に

対し、次に定める経費（以下「奨学金」という。）を貸与又は給付する。 

（ア）日本語学校の学費 

（イ）介護福祉士養成施設の学費、入学準備金、就職準備金及び介護福祉士試験受

験対策費用 

（ウ）居住費などの生活費 

イ 補助事業者は、奨学金の貸与を受けた留学生が、養成施設卒業後１年以内に介

護福祉士の登録を行い、補助事業者が運営する愛知県内の介護施設等で５年間継

続して就労した場合は、奨学金の返還を免除しなければならない。 

ウ イに関わらず、補助事業者は、奨学金の貸与を受けた留学生が５年間継続して

就労しない場合であっても、奨学金の返還を免除することができる。 

（３）その他補助条件 

ア 補助事業者は、補助を申請するにあたって、定期的な面談や先輩外国人介護人

材による相談といった支援計画を策定し、留学生の学習及び生活に関して支援を

行わなければならない。 

イ 補助事業者は、留学生の学習や就労等の状況について、定期的に知事に報告し

なければならない。 

ウ 補助事業者は、途中帰国等の学習上の問題が生じた場合は、速やかに知事に報

告し、その改善指示に従うほか、必要に応じて知事が行う調査に協力しなければ

ならない。 



エ 補助事業者は、資格外活動許可の範囲で留学生を自らが運営する介護施設等に

就労させる場合、愛知県内の介護施設等で就労させなければならない。 

オ 以上の補助条件を満たさない留学生または知事が成業の見込みがないと判断

した留学生に関しては、奨学金の全部または一部について補助の対象としない。 

カ 介護福祉士養成施設の正規の修学期間を修了しなかった留学生に関しては、奨

学金の全部について補助の対象としない。 

 

４ その他 

（１）事業の実施にあたっては、「留学生が貸与型奨学金により学費等の経費を支弁し

ようとする場合の留意事項」（平成３０年３月法務省入国管理局）を遵守すること。 

（２）補助事業者は、奨学金の貸与を受けた留学生から奨学金が返還された場合は、留

学生からの返還額のうち、補助の対象となった金額に補助率を乗じた額を知事に返

還しなければならない。 

（３）補助事業者は、補助を受けた留学生について、貸与した奨学金の返還義務がなく

なるまでの間、毎年４月５日までに、前年度の状況を実施要綱別紙１により知事に

報告しなければならない。返還義務がなくなる際の報告については、当該留学生に

ついて「奨学金（返還免除・給付）証明書」を添付しなければならない。 

（４）留学生が、日本国政府、母国政府、民間団体等から、同様の経費について、他の

奨学金等の交付を受けている場合は、補助の対象としない。 

（５）この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年８月１２日に施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１４日に施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月８日に施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年１１月１３日に施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 


